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生活保護問題 　中央キャラバン　東京へ
このキャラバンは、「政府・厚生労働省が、生活保護を利用している高齢者に支給されていた『老齢加算』を２００６年度に廃止した事に対し、『老齢加算』廃止は生活保護法と憲法の理念に違反すると、提訴しているものです。７月２７日に兵庫・神戸を出発し、大阪、京都、滋賀、三重、愛知、静岡、神奈川、東京（８月３１日終結決起集会）へと引き継ぎます。最高裁は、兵庫｢生存権裁判｣を直ちに受理し、大法廷に回付して口頭弁論を開くよう求めるもの」です。
三重県内では８月８日（月）に、講演会が行われ、生存権裁判を支援する全国連絡会会長、井上英夫金沢大名誉教授から「最高裁は門前払いするな。実態をよく聞け。そして原告は成長する」等の挨拶がありました。小久保哲郎弁護士（生活保護問題対策全国会議事務局長）が「生活保護基準引下げ違憲訴訟の論点と動向」と題され講演されました。
桑名では８月１０日（水）に、桑名市長へ要請行動を行います。要請は、「住民の最低生活を守るため生活保護行政と生活保護基準についての要請」で、８項目あります。
１　引き下げられた生活扶助基準を元に戻すよう国へ要望する事。
２　老齢加算を復活するよう国へ要望する事。老齢加算が復活するまで自治体で「高齢者手当」など補充する施策を講ずる事。
３　冬季加算の引き下げを中止し、元に戻すよう国へ要望する事。
４　生活保護の申請について「口頭での申請」を認め、窓口で申請しづらくするなどの「水際作戦」を行わない事。
５　就労指導は被援助者の健康状態等を鑑み，事実上履行不可能な指導を行うことのないよう，徹底されたい。仮に，指導指示義務違反が認められた場合も，保護の停廃止は，法令に基づき段階的かつ極めて謙抑的に実施するよう指導されたい。
６　基準引き下げによる就学援助など他制度への影響と実態、その対策を講ずる事。
７　地域別最低賃金の引き上げ、速やかに時給１，０００円以上にするよう関係各所に働きかける事。
８　必要な通院移送費は、適切に支給する事。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
｢学校教育あり方検討委員会」（第４回、８月２日）について
８月２日行われた「学校教育あり方検討委員会」では、議事の変更があった。「小中一貫教育の推進について」から「桑名市における小中一貫教育について」に変った。　最初見てびっくりした。「小中一貫教育の推進について」となっており教育委員会事務局に抗議した。教育委員会事務局は「検討会」に何を諮問しているのか分かっていない。小中一貫ありきの姿勢がはっきりと見えた。視察も上手くいっているところだけ見せて、委員を誘導しようとしている。教育委員会事務局（教育委員の委員会ではない）はひどい。教育委員の教育委員会で、小中一貫の新聞報道に対する教育委員の指摘にも教育長は他人事の様な顔をしていた。許しがたい。　　　　　　　　　　　　　　　　

さほどの議論もなく（今回、欠席委員は４名、４回の会議に１度も出席してない委員もいる）小中一貫教育の導入を進めることが決定した。　　　　　　　　　　　

今回の議事は、①　小中一貫教育について、②　小規模校への対応について、だった。ところが委員長は、①　導入について、②　施設の形態について、③　一体型の場合、幼稚園をどうするか、④　分散進学について、を議題として進めていった。これまでの「検討会」では、第１回、概略の紹介と諮問。第２回、多度小規模校の視察とアンケートの最終確認。第３回、宇治市の宇治黄檗学園の視察であった。今回から本格的な論議が展開されると思ったが、一人の委員が自治会との関係の問題を出され、二人の議員が導入に前向きの意見を出された。その中で、１０年に及ぶ小中連携の成果の報告を求められ、次回資料として提出されることとなった。しかし、委員長は小中一貫教育導入を進めることで同意を求め決定された。（諮問に対して）
　まったく無茶な「検討会」である。すぐにでも止めてもらいたい。アンケートはまだ集計もされていない。ちゃんと市民の意見を聞いてもらいたいものだ。
―「小中一貫校」とはー　　　（裏面に続く）
２０１６年４月から、小中一貫の９年制の｢義務教育学校｣が制度化されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１人の校長のもとに１つの教職員集団からなり、同一敷地内にある「施設一体型」と、小学校と中学校が離れた場所にある「分離型」、隣接する「隣接型」があります。小中一貫校と非一貫校を同一条件で比較した研究調査はまだ行われておらず、よく言われる「中一ギャップ」の解消も科学的な根拠がある訳ではありません。一部の自治体が導入（現在１１３０件）に積極的ですが、きわめて冷やかに見つめる自治体や様子見を決め込む自治体も数多くあります。導入反対の住民運動も多くの地域で起こっています。小中一貫校の目的は、コスト削減のための統廃合であり、国民の広範な教育要求を反映してつくられた制度ではありません。桑名市では「公共施設等総合管理計画」と並行して、児童・生徒の少人数化を理由に、学校の統廃合を進めようとしています。　　　「検討会」の「所掌事務」は、「教育委員会の諮問に応じ、望ましい学校教育環境のあり方について調査及び審議を行い、答申する。」となっており、「検討会」への諮問内容は① 桑名市における小中一貫教育について、② 小規模校への対応について、③ 中学校区を基本とした地域毎の学校施設の具体的な形態について、の３点です。ところが、すでに教育委員会は小中一貫を前提で話を進めています。（アンケートの説明資料を見ても明らかです）　　　　【議会での質問から】市において小中一貫教育を推進する理由は、① 学力・学習意欲の向上、② 小学校から中学校への滑らかな接続、③ 小規模校への対応、④ 老朽化の進む学校施設への対応、⑤ 教員の意識改革と指導力向上、の５点。市に合った形でどのように取り入れていくか議論する。地域の声、教職員の声の取り上げ方については、選ばれた委員で、幅広く学校教育に関して意見を頂ける。小６、中１、教職員、市民にアンケートを実施する。
国政でいま思う事
【安倍政権は何処へ】　参議院選、都知事選が終わって第３次安倍再改造内閣が発足しました。今回の内閣改造も、麻生副総理・財務相、菅官房長官、岸田外相、高市総務相､塩崎厚労相､｢働き方担当」を兼務する加藤１億総活躍担当相ら主要閣僚はすべて留任です。「アベノミクス」と消費税の増税を推進し、戦争法などを強行してきた政権の骨格は変わりません。民主党政権から安倍自公政権に代わって３年半余たちます。衆参議院ともに多数の議席（憲法改正の発議ができる３分の２以上）を得た安倍政権は「数」と「時間」を使って、何をしようとしているのか。日本をどこに導こうとしているのか。安倍政権の暴走を注視していく必要があります。要所に盟友や側近を配した布陣（自民全閣僚が靖国派）を安倍首相は「未来チャレンジ内閣」と名付けているそうです。
【経済対策】　飾った言葉で実態を覆い隠す得意技は選挙戦に続いてここでも見られます。真っ先にあげた経済対策（アベノミクスの失敗を隠す補正予算）も、リニアなどの大型公共事業を借金頼みで推し進めるだけで、実効性は不明です。規模で総額２８兆１０００億円に上る経済対策などを決定しました。リニア中央新幹線や整備新幹線、港湾整備など大型公共事業を借金頼みで推進するとともに、子育てや介護の「充実」は不十分で、社会保障の削減を押し付ける内容です。「アベノミクス」の破綻を取り繕うどころか、国民の暮らしも経済も、さらには財政までも悪化させることは明らかです。

【チャレンジとは】　最大のチャレンジは「働き方改革」と言っています。しかし、長時間労働の是正を口にしながら、やろうとしているのはそれを野放しにする「残業代ゼロ法案」の強行です。非正規という言葉をこの国から一掃すると勇ましい態度ですが、雇用のルールを壊したのは誰か、安倍自公政権です。最低賃金についてもやっと１０００円と言う目標を掲げましたが、今回の上げ幅（２４円アップで８２２円に）をみると何時になるのか分かりません。アベノミクス、原発、ＴＰＰ、沖縄、そして憲法…。安倍政権のチャレンジは民意とかけ離れていくだけです。
【平和な世界へ】　そこに未来はありません。８月は平和な世界、民主的な社会をめざす大会など（特に原水爆禁止世界大会や終戦の日）がつづきます。その一つ一つの成功が安倍暴走の壁となるよう頑張らなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ広島市主催の平和記念式典では、ヒロシマの子どもたちが誓いました。「私たちは待っているだけではいけないのです。誰が、平和な世界にするのでしょうか。夢や希望にあふれた未来は、僕たち、私たち、一人一人が創るのです」　　　　　　　　　ｐ原水爆禁止２０１６年世界大会･広島では、内外の参加者が、「生きているうちに何としても核兵器のない世界を」という被爆者の願いにこたえ、「ヒバクシャ国際署名」に取り組んでいく決意を固め合いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐヒロシマデー集会では、参加した５５００人(主催者発表)が満場の拍手で「広島からのよびかけ」(決議)を採択しました。決議は、「あなたの署名が、核兵器廃絶を求める何億という世界の世論となって、国際政治を動かし、命輝く青い地球を未来に残すと確信します。」で始まり、「国連作業部会が国連総会に対して、核兵器を禁止し、廃絶する条約の交渉開始をふくむ具体的な勧告を行うようもとめます」「圧倒的な世論と運動の力で、『核抑止力』にしがみつく国々を包囲し、孤立させましょう」と呼びかけています。そして、「一人ひとりの市民が行動に立ちあがり、力をあわせて日本と世界を変えていく―こうした民主主義の流れをさらに大きく発展させましょう。」「市民と野党の共同の力で、改憲をもくろむ安倍政権の野望をうちやぶり、『戦争法』を廃止しましょう。「オール沖縄」のたたかいと固く連帯し、辺野古新基地と高江ヘリパッドの建設に反対しましょう。米軍基地の縮小・撤去をもとめる運動をいっそうつよめましょう。日米軍事同盟の強化に反対し、非核平和の日本をつくりましょう。」「原発再稼働に反対し、原発からの脱却と自然エネルギーへの転換をもとめる運動と固く連帯しましょう。雇用とくらしの破壊、貧困と格差の拡大に反対しましょう。軍事費を削っていのち・くらし・雇用をまもる運動をつよめましょう。」「平和・いのち・くらしをまもる願いをひとつに、『非核平和の日本』と『核兵器のない世界』を実現しましょう。」と結んでいます。                                                ノーモア･ヒロシマ ノーモア･ナガサキ ノーモア･ヒバクシャ ノーモア･ウォー
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５































































































